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・新しい地方経済・生活環境創生交付金（予算／内閣府）

地方創生2.0

地域の産官学金労言※の関係者が知恵を出し合い、希望・熱量・一体感を取り戻す形で、
新たな地方創生施策（「地方創生2.0」）を展開。

取組

目指す将来像

 「新しい地方経済・生活環境創生本部」を設置し、今後10年間の基本構想を策定

地域の可能性が最大限に引き出され、すべての人が
希望と幸せを実感する社会の実現

内閣官房

関連する法令・予算

＜古民家をリノベーションした
観光拠点施設（徳島県美馬市）＞

＜オンライン診療車
（長野県伊那市）＞

※ 産：産業界、官：地方公共団体や国の関係機関、学：大学等の教育機関、金：金融機関、労：労働団体、言：報道機関

＜魚介類の特産品
（北海道上ノ国町）＞ ＜道の駅を核とした買い物拠点（長野県豊丘村）＞

＜スキーNFT（※1）「ニセコパウダートークン」
（北海道ニセコ町）＞

＜山古志DAO（※2） 錦鯉アートNFT
（新潟県長岡市山古志地区）＞

＜AIを用いた牛の健康管理
（北海道中標津町）＞

（出典）各地方公共団体ウェブサイト等

（※1）Non Fungible Token（非代替性トークン）の略。
（※2）Decentralized Autonomous Organization（分散型自律組織）の略。

＜「伊豆ファンクラブ」（地域通貨を用いた観光振興）
（静岡県三島市・熱海市・函南町）＞

 地方創生の交付金を当初予算ベースで倍増することを目指す

 「新しい地方経済・生活環境創生交付金」を創設

② 買物、医療、交通など、日常生活に不可欠なサービス
    の維持向上

① 農林水産業や観光産業等の高付加価値化

③ デジタル新技術を活用した付加価値創出
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新しい地方経済・生活環境創生交付金について

新しい地方経済・生活環境創生交付金

デジタル技術を活用した地域の課題解決や魅力向上に
資する取組を支援デジタル実装型

書かない窓口 地域アプリ オンライン診療

第２世代

交付金
農産物直売所・多世代

交流施設の一体的な整備
（分野横断的な支援）

最先端技術教育の拠点整備・実施
（ソフト・ハードの一体的支援）

地域の多様な主体が参画する
仕組みの構築

地方がそれぞれの特性に応じた発展を遂げることができるよう、日本経済成長の起爆
剤としての大規模な地方創生策を講ずるため、地方公共団体の自主性と創意工夫
に基づく、地域の多様な主体の参画を通じた地方創生に資する地域の独自の取組
を、計画から実施まで強力に後押し。

国の伴走支援の強化

地域防災

緊急整備型

避難所の生活環境を抜本的に
改善するため、地方公共団体
の先進的な防災の取組を支援

半導体等の戦略分野における
国家プロジェクトの産業拠点
整備等に必要となる関連イン
フラの整備を機動的かつ追加
的に支援

地域産業構造

インフラ整備推進型
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1,735億

地方創生交付金の推移

補正予算の推移

1,900億 1,600億 1,660億1,600億1,600億1,600億当初＋補正 1,800億

当初予算の推移

（億円）

 R6補正予算において、「新しい地方経済・生活環境創生交付金（新地方創生交付金）」を創設。

 R7当初案：2,000億円／R6補正：1,000億円（R6当初：1,000億円／R5補正：735億円）。

3,000億

地方創生拠点整備交付金

地方創生整備推進交付金

地方創生
テレワーク
交付金

新しい地方経済・生活環境創生交付金

新しい地方経済・生活環境創生交付金

（参考）R6補正の内訳

・第２世代交付金

・デジタル実装型

・地域産業構造転換インフラ整備推進型

・地域防災緊急整備型

・第２世代交付金
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地方創生に関する都道府県・指定

都市担当課長説明会資料 抜粋






